社会福祉法人　西海市社会福祉協議会

職員給与規程施行細則
（目的）

第１条　この細則は社会福祉法人西海市社会福祉協議会職員給与規程（以下「規程」という。）の施行に関し必要な事項を定める｡

（職務級換算）

第２条　規程第5条第1項第2号に定める年数については、別表1により職員とし

て同種の職務に在職した年数に換算することができる｡

２　規程第5条の規定により経験年数換算を行う場合は、次により算出した号級に

よる号級とすることができる。

(1) 経験年数が5年までの期間の月数

　　　　　12月で除した号数（１未満の端数は切り捨てる）

(2) 経験年数が5年を超える期間の月数

　　　　　18月で除した号数（１未満の端数は切り捨てる）

　　　　ただし、その者の属する職務の級の1級上位の職務の級の最低の号級を超える額の号級とすることはできない。

（扶養手当）

第３条　規程第10条に定める扶養手当の月額は、次により支給する｡

(1) 配偶者　　　　　　　　　 13,000円

(2) その他の扶養親族

ア　そのうち二人までは、各6,000円、扶養親族でない配偶者がある場合は、そのうち一人は6,500円、配偶者がない場合は、そのうち一人は11,000円

イ　その他（一人につき）　5,000円

　(3) 扶養親族たる子のうちに、15歳に達する日以後の最初の4月1日から22歳に

達する日以後の最初の3月31日までの間にある子がいる場合における扶養手当

の月額は、前項の規定にかかわらず、5,000円に当該扶養親族たる子の数を乗じ

て得た額を同項の規定による額に加算した額とする｡

２　扶養手当支給の制限

　(1) 扶養親族のうち、1,300,000円程度以上の所得がある者には、扶養手当は支給

しない｡

（通勤手当）

第４条　規程第11条に定める通勤手当の月額は、次のとおりとする｡

　(1) 交通機関利用者　　全額支給限度額          55,000円
　(2) 交通用具使用者　　2㎞以上5㎞未満　　　   2,000円
5㎞以上10㎞未満　　　   4,100円

10㎞以上15㎞未満　　　 6,500円

15㎞以上20㎞未満　　　 8,900円

20㎞以上25㎞未満　　　11,300円

25㎞以上30㎞未満　　　13,700円

30㎞以上　　　　 　　　16,100円

　(3) 有料道路　　　　大島大橋の規定通行料金21日分の往復料金

（住居手当）
第５条　規程第12条第1項に定める住居手当の月額は、次のとおりとする｡

　(1) 借家、借間居住者

月額23,000円以下の家賃を支払っている職員

　家賃の月額から12,000円を控除した額

月額23,000円を超える家賃を支払っている職員

　家賃の月額から23,000円を控除した額の2分の１（14,000円を限度）を11,000円に加算した額

（管理職手当）

第６条　規程第13条第1項に定める管理職手当の額は、次のとおりとする｡

　(1) 事務局長　　　　　　　　　　　　　　　　25,000円

　(2) 事務局次長及び支所長　　　　　　　　　　20,000円

(3) 課長、所長及び支所長心得　　　　　　　　15,000円
（期末勤勉手当支給割合）

第７条　規程第14条第2項及び第15条第2項に定める割合は、別表2のとおりとする。

２　規程第14条第2項に定める在職期間の区分は、別表3のとおりとする｡

３　規程第15条第2項に定める割合は、別表4のとおりとする。

（介護支援専門員手当）

第8条　職員給与規程第16条で定める介護支援専門員手当の額は、次のとおりとする。

　（1）平日　　　　1日あたり　　500円

　（2）土日祝日　　1日あたり　1,000円
（介護職員処遇改善手当）

第9条　介護職員処遇改善手当は職員Ⅱ種のうち介護事業に従事する者のみに支給

するものとし、その支給期間は厚生労働省が示す「介護職員処遇改善交付金事業実
施要領」並びに「福祉・介護人材の処遇改善交付金事業事務取扱要領」に定める期
間とし、その詳細は別に定める年度ごとの取り扱い要領による。
附　則

　この施行細則は、平成17年4月1日から施行する｡

附　則

　この施行細則は、平成17年12月5日に改正し、平成17年12月1日から適用する。

附　則

　この施行細則は、平成18年3月30日に改正し、平成18年4月1日から適用する。

附　則

この施行細則は、平成19年3月28日に改正し、平成19年4月1日から施行する。

附　則

１．この施行細則は平成19年12月27日に改正し、平成19年4月1日から適用する。
２．第6条に定める管理職手当を支給される職員にあっては平成20年4月1日から

の施行とする。

３．第7条の規定は、平成19年度については勤勉手当の6月期の支給割合は従来

通りとし、12月期は従来の割合に「5/100」を加えた割合とする。

附　則

この施行細則は平成20年10月24日に改正し、平成21年4月1日から施行する。

　　附　則

この施行細則は平成21年3月24日に改正し、平成21年4月1日から適用する。

附　則

１　この施行細則は、平成21年11月24日に改正し、平成21年12月1日から施行

する。

２　第5条第1項第2号に関しては、平成22年4月1日から施行する。

附　則

この施行細則は、平成22年3月26日に改正し、施行する。
附　則

　この施行細則は、平成22年11月29日に改正し、平成22年12月1日から施行する。
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